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は じ め に
2014年 2 月10日, バラク・オバマ（Barack Obama）米大統領は, 国賓
として招いたフランソワ・オランド（	Hollande）仏大統領と共に,
駐仏公使の経歴を持つトーマス・ジェファーソン（Thomas Jefferson）第
3代米大統領の旧邸宅を訪れ, 歴史的に繋がりの深い二国間関係をアピー
ルした。翌日の共同会見で, オバマは「米仏両国は自由な世界の実現に貢
献してきた」と述べ, 米国にとって「最も古い同盟国」としてのフランス
の重要性を強調した。さらに, グローバルなレベルでオランドがリーダー
シップを発揮していることや, 米国とのパートナーシップを強化したこと
を称賛すると, オランドも, アフリカでのフランスの軍事作戦に対する米
国の協力に感謝の意を表した上で, 米仏両国の信頼関係が前例のないほど
強固なものになっていると応じた。
(１)
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おわりに
フランス人記者から,「欧州で最も緊密な同盟国は, 英国からフランス
に代わったのか」との質問を受けたオバマは自らの二人の娘を引き合いに
出し,「どちらも素晴らしくて選ぶことはできない。私は我々の傑出した
同盟国に対して同じような感情を抱いている」と笑みを湛えながら返答し
た。他方オランドは,「我々は誰かのお気に入りになることを目指してい
る訳ではない」と述べつつ, 米仏両国の経済, 文化, 人的交流など多方面
にわたる歴史的な結びつきは,「共通の価値観」に基づくものであるとし
て, その堅固な関係を誇った。
上記の会談に象徴されるように, 近年の米仏両国は, アフリカや中東地
域の安全保障問題を巡って緊密に連携するなど, 協調する場面が増えてい
る。2011年, リビアのムアンマル・カダフィ（Muammar Qadhafi）政権に
よる民衆の弾圧を阻止するために NATOが介入した際には, 米国は主に
後方からフランスや英国の部隊を支援した。2013年, フランスは民衆の
保護と秩序の回復のために, 旧植民地であるマリおよび中央アフリカへ軍
事介入したが, 米国はいずれも後方支援を実施している。
さらに2013年 8 月, シリアにおける化学兵器の使用を受けて, 米国政
府が限定的な軍事介入の必要性を訴えた際, 多くの同盟国が消極的な姿勢
を見せる中, フランスは米国と共に軍事介入する意向を強く示した。2014
年夏, 混迷の度合いを深めるイラク・シリア情勢でも,「イスラム国（IS）
の壊滅」を目的とする米国主導の有志連合にフランスはいち早く参戦し,
イラク領内において空爆を実施している。
だが, 歴史を遡ると, 冷戦期の米仏関係は, フランスのシャルル・ドゴー
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( 1 ) Barack Obama and 	Hollande (Press Conference, February 11,
2014), http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2014/02/11/press-
conference-)president-obama-and-president-hollande-france (2014年 2 月13
日アクセス）
ル（Charles de Gaulle）政権時代に象徴されるように一定の緊張を孕むも
のであった。核戦略や同盟運営を巡って, ドゴール大統領は米国のジョン・
F・ケネディ（John Fitzgerald Kennedy）政権を激しく批判し, 次のリン
ドン・ジョンソン（Lyndon Johnson）政権期には NATO統合軍事機構か
らフランスを離脱させるなど, 大西洋同盟の動揺を誘った。ドゴール政権
以降も, フランスは自らの核戦力に基づく対米自立, および独自外交を展
開した。
冷戦後においても, 2003年のイラク介入を巡ってジョージ・W・ブッシュ
（George W. Bush）米政権とジャック・シラク（Jacques Chirac）仏政権
が, 国連を舞台に激しい応酬を繰り広げたことは記憶に新しい。このよう
に米仏の同盟関係は, 主導国である米国の方針に単に従うというものでは
なく, 相互の国益を巡って常に協調と対立を繰り返してきた歴史があった。
しかし, 2009年 4 月, ニコラ・サルコジ（Nicolas Sarkozy）政権下のフ
ランスは, 従来の同盟政策を転換し, NATO統合軍事機構に復帰した。
冷戦後, フランスは欧州の自立性を高めるとの観点から, NATOではな
く EUの欧州安全保障防衛政策（ESDP）を重視していた。
(２)
だが, サルコ
ジは両者を対立的なものではなく, 相互補完的なものであると位置づけて,
43年ぶりに復帰を果たす。他方, NATOの役割を損なう恐れがあるとし
て, ESDPに対して消極的であった米国政府も, 現在では賛同する姿勢を
見せている。
加えて, 今日, オバマ政権がフランスに対して,「最も古い同盟国」や
「理想的なパートナー」という言葉で賛辞を送れば, オランド政権もアフ
リカにおける米国の支援を「必要不可欠なもの」と評価し, 更なる連携強
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( 2 ) 2009年12月のリスボン条約発効に伴い, ESDPは CSDP（共通安全保
障防衛政策）に改称された。
化を確認している。以上のように, 近年の両国関係はかつてなく, その協
調的な側面が強まっていると言える。こうした米仏緊密化の背景には, い
かなる要因が影響しているのであろうか。
本稿では, 国際的な安全保障問題を巡って協調する場面が増えている米
仏関係について検討する。考察の際には, 冷戦期および冷戦後の二国間関
係を論じた上で, 現在の米仏同盟の特質について分析する。事例としては,
マリや中央アフリカといったアフリカにおける軍事協力, 中東のシリアや
イラクへの対応について検討する。これらの事例を巡る米仏両国の目的や
介入の背景, さらには首脳の発言に焦点を当てることで, 緊密化する同盟
関係の実情を検証したい。
第 1 章では, 米仏の歴史的な関係について, ドゴール政権期, および
サルコジ政権期に焦点を当てて検討する。第 2 章では, 米国のオバマ政
権とフランスのオランド政権の軍事政策について, 外交演説や安全保障関
連文書の分析に基づき検証する。第 3 章では, アフリカにおける米仏両
国の軍事協力について, マリや中央アフリカを事例として考察する。第 4
章では, 中東の安全保障問題を巡る対応について, シリアやイラクを事例
として検討する。第 5 章では, 緊密化する米仏関係について, 国際政治
構造の変容や米国の外交政策の変化といった側面に焦点を当てて分析する。
1 協調と対立の歴史
本章では, 戦後フランス外交に多大な影響を与えたドゴール政権期と,
NATO統合軍事機構復帰を果たしたサルコジ政権期に焦点を当てて, 米
仏の歴史的な関係について検討する。
1958年に発足したドゴール政権期の米仏関係は, NATO主導国である
米国を同盟国フランスが激しく批判するなど, 緊張の時代を迎えた。
(３)
ドゴー
ルによる対米批判は, 主に米国主導の同盟運営や核政策に対してなされた。
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冷戦が到来すると, 米国は「ソ連の脅威」に対抗する「核の傘」の提供
を通じて, 同盟内における支配的な地位を占めた。だが, 1957年の「ス
プートニク・ショック」に象徴されるソ連の急激な核戦力増強に伴い, 米
国の「核の傘」に対する信頼性は大きく揺らぎ始める。さらにケネディ政
権下おいて, 米国が核戦略を大量報復戦略から柔軟反応戦略に変更したこ
とは, 核使用に対する躊躇を示すものであるとして, そうした疑念を強め
させることになった。ドゴールのフランスは,「米国本土が攻撃されない
限り, 核兵器は使用されないであろう」という認識を深め, 独自核開発を
積極的に推進していく。
併せて, ドゴールは米国との対等な同盟関係を実現するために, ｢NATO
改革」の必要性を強く訴えた。だが, ドゴールの主張を, 自らの覇権的地
位に対する挑戦と捉えた米国はそうした要求に応じることはなく, 他の加
盟国も米国主導の同盟体制を受け入れた。孤立したドゴールは交渉による
改革を諦め, 1966年に NATO統合軍事機構からフランスを離脱させる。
その結果, 同盟関係を維持しつつも, NATOの指揮下から外れたフラン
スは, 在仏米軍基地および NATO司令部を撤去させた。ドゴール以後も,
フランスの対米自立外交は継続し, 一定の緊張を孕む形で米仏関係は続い
ていく。
次に, 2009年に NATO統合軍事機構復帰を果たしたサルコジ政権につ
いて検討する。
(４)
2007年 5 月, ドゴール派の系譜にある国民運動連合
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( 3 ) ドゴールの外交安全保障政策については, 渡邊啓貴『シャルル・ドゴー
ル―民主主義の中のリーダーシップへの苦闘』慶応義塾大学出版会,
2013年；川嶋周一『独仏関係と戦後ヨーロッパ国際秩序―ドゴール外交と
ヨーロッパの構築 1958－1969』創文社, 2007年；拙著『ドゴールの核政
策と同盟戦略―同盟と自立の狭間で』関西学院大学出版会, 2012年。
( 4 ) フランスの NATO統合軍事機構復帰については, 小窪千早「フラン
スの NATO政策とその展開｣, 広瀬佳一, 吉崎知典（編）『冷戦後の NATO
(UMP) のサルコジが大統領に就任した。前任のシラク政権期には, 2003
年のイラク戦争を巡ってブッシュ米政権と激しい対立を繰り広げたことで,
米仏関係は戦後最悪であるとも称された。サルコジは大統領就任の年に訪
米し, 議会で演説するなど, 米国との関係を重視する姿勢を見せる。
2009年4月, NATO首脳会議においてサルコジは「フランスは同盟にお
ける全てのポジションに戻る」として, ドゴール政権期に離脱した統合軍
事機構に復帰することを宣言した。
(５)
サルコジによる復帰の決断には, 冷戦
後, 旧ユーゴ紛争など, 実際に軍事行動を取るようになった NATOでフ
ランスの影響力を高める狙いがあった。ただ, サルコジは復帰にあたって,
今後もあらゆる決定は「フランス政府の判断に基づく｣,「独自核政策を堅
持する」と述べ, フランスの伝統的な自立外交に変化がないことを強調し
た。
同首脳会議では, サルコジとオバマによる初の米仏首脳会談が行われた。
会談後の共同会見でサルコジは, ｢我々は世界観を共有している｣ と述べ
ると共に, 防衛分野における ｢強い欧州｣ が米国の利益でもある点を力説
した。他方オバマも,「我々は力強い同盟国を求めている。欧州がさらに
強化された防衛能力を保持することを望む」と述べ, サルコジの考えに同
意した。
(６)
サルコジ政権期における米仏両国は, その後も2011年のリビア
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―ハイブリット同盟への挑戦―』ミネルヴァ書房, 2012年；拙稿「フラン
スの NATO統合軍事機構復帰を巡る一考察」『国際安全保障』第40巻第 4
号, 2013年。
( 5 ) Nicolas Sarkozy (Discours, 4 avril 2009), https://www.elysee.fr/president
/les-dossiers/defense/otan/strasbourg-kehl-3-4-avril-2009/sommet-de-l-otan-
de-strasbourg-kehl.6606.html (2011年 8 月23日アクセス）
( 6 ) Nicolas Sarkozy and Barack Obama (Joint Press Conference, Strasbourg,
April 3, 2009), https://www.consulfrance-miami.org/spip.php?article1046
(2011年 8 月23日アクセス)
介入で緊密に連携するなど, 共に国際安全保障上の課題に対応した。こう
した米国との関係は, 次のオランド政権にも引き継がれていく。
2 米仏両国の軍事政策
本章では, 米国のオバマ政権とフランスのオランド政権の軍事政策につ
いて検討する。
2009年に就任したオバマ大統領は, アフガニスタンを「テロとの戦い」
の中心と位置づけた。政権発足後, 数度にわたる米軍増派を実施したこと
で, アフガニスタン戦争は「オバマの戦争」と称されることになる。だが,
アフガニスタンにおける秩序の回復は, イスラム教武装勢力タリバンの抵
抗もあって遅々として進まなかった。その後, 2011年 5 月のウサマ・ビ
ンラディン（	
	）の殺害を「最大の成果」と掲げたオバマ
政権はアフガニスタンからの「出口戦略」を進めると共に, 大規模な地上
部隊の派遣ではなく, 特殊部隊や無人機の展開を「テロとの戦い」の中心
に据えることになる。こうした限定的な関与という方針が, その後のオバ
マ政権における軍事政策の特徴となった。
(７)
2011年のリビア介入を巡って, 米国は英仏両国に主導的役割を任せて,
自らは後方支援を中心とする軍事協力を実施した。
(８)
こうした姿勢は「後方
からの指揮」と称されるなど, 米国の新たな介入モデルとして注目された。
リビア介入を受けて演説したオバマ大統領は,「我々の安全が直接的な脅
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( 7 ) オバマ政権の軍事政策については, 拙稿「オバマ政権下の軍事的関与
―対テロ, アフリカ政策を巡る一考察―」『法と政治』第65巻第 1 号,
2014年。
( 8 ) リビア軍事介入については, 拙稿「リビアにおける NATOの軍事介
入―フランスの動きを中心に―」『日仏政治研究』第 7 号, 2013年；拙稿
「サルコジ政権における軍事介入―リビアとコートジボワールを事例とし
て―」『法と政治』第64巻第 1号, 2013年。
威に晒されていなくても, 我々の国益や価値に関わる場合には行動を起こ
すことをためらってはならない。(中略）米国のリーダーシップとは, 単
独で行動することや, あらゆる責務を担うということではない。真のリー
ダーシップは, 他の人々と協調する条件を作り上げることである」と力説
した。
(９)
同演説の特徴は, 米国に対する直接的な脅威, および「死活的な国
益」が絡んでいない場合, 単独ではなく, 国際協調の枠組みの中で一定の
役割を担う方針を示した点にあった。この演説は, オバマの外交安全保障
政策の特徴が端的に示されているとして,「オバマ・ドクトリン」との評
価もなされた。
(10)
2012年 1 月, オバマ政権は新たな国防戦略を発表し, 今後10年間で4890
億ドルの国防費を削減すると表明した。
(11)
新戦略では, 国防費の大幅な削減
と共に, アジア太平洋地域を重視する姿勢を鮮明に打ち出したことが注目
された。限られた戦略資源の効果的な運用を要請する新たな戦略に伴い,
欧州地域における米国のプレゼンスが低下することも予想された。このこ
とは同盟国の外交政策にも影響を与えるものであった。以上のように, オ
バマ政権の軍事政策の特徴は, 米軍の対外的な関与を抑制しつつ, 同盟国
や関係国のより積極的な役割を求めるといったものであった。
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( 9 ) Barack Obama (Speech, March 28, 2011), http://www.whitehouse.gov/
photos-and-video/video/2011/03/28/president-obama-s-speech-libya-transcript
（2011年12月22日アクセス）
(10) The Washington Post, March 29, 2011. (2013年 3 月12日アクセス)｡
「オバマ・ドクトリン」については, 梅本哲也「オバマ政権の外交・安全
保障政策―ドクトリン, 世界観, 権力政治―」『国際安全保障』第41巻第
3号, 2013年 ; Fareed Zakaria, “Stop Searching for an Obama Doctrine,” The
Washington Post, July 6, 2011 を参照。
(11) Department of Defense, Sustaining U.S. Global Leadership : Priorities for
21st Century Defense, January 2012. http://www.defense.gov/news/Defense_
Strategic_Guidance.pdf (2012年 1 月20日アクセス）
それでは次に, オランド政権の軍事政策について検討する。オランド政
権下のフランスは, 次章以降で検討するように, その介入主義的な姿勢が
特徴的である。マリや中央アフリカといった事例については後述するとし
て, ここでは, 2013年 4 月に発表された国防白書に注目して, オランド
政権の包括的な軍事戦略について検証したい。
(12)
新たな国防白書は, 世界的な経済危機や不安定化する中東, アフリカ情
勢を踏まえて, 5 年ぶりに改訂されたものであった。厳しい財政状況で
あるにもかかわらず, 現状レベルの国防費が維持された一方で, 兵力の規
模については, 現行の28万人から2015年までに 1 万人, 2016年から2019
年までに 2 万 4 千人削減するとの方針が採られた。核戦力については,
独自の政策決定や行動の自由といったフランスの自立のために不可欠であ
り, NATOや EUの安全保障政策にも資するとの認識から, 航空機発射
型, 潜水艦発射型の核攻撃手段を維持することが確認された。
前政権下で統合軍事機構への復帰がなされた NATOについては, EU
の共通安全保障防衛政策（CSDP）と共に, フランスの安全保障政策にお
ける二つの柱と位置づけられた。これは, 両者が相互補完的な関係にある
との認識によるものであり, サルコジ前政権の方針が引き継がれていた。
安全保障上の脅威としては, テロ, サイバー攻撃, 組織的犯罪, 通常兵器,
大量破壊兵器の拡散が挙げられており, 米国の脅威認識と共通するもので
あった。また, 米国と同様に, 特殊部隊の強化や無人機の使用を重視する
方針が示された。
(13)
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(12) (	
de la Republique), et nationale : Le
Livre Blanc, 2013, http://www.elysee.fr/assets/pdf/Livre-Blanc.pdf (2014年 5
月20日アクセス）
(13) フランス政府は, マリ軍事介入に対応するために, 米国から無人機を
購入している。
戦略的に重要な地域については, 欧州・大西洋地域以外に, 地中海周辺,
サヘルおよびマグレブといったアフリカ地域, ペルシア湾など中東地域が
挙げられている。次章以降で検討するように, フランスはアフリカだけで
はなく, 中東に対して積極的に関与する姿勢を見せている。シェール革命
などもあり, 米国の中東に対する関心が薄れつつあるとの見方もある中,
(14)
同地域に対するフランスの関与が増えることも予想される。
(15)
米国との関係については,「米国は国防費の削減を進めると共に, 軍事
的な焦点をアジア太平洋地域に向けている。その結果, 自然な帰結として,
対外的な軍事関与については選択的なものになっている。これは欧州諸国
にとって, 自らが直接的に関わる安全保障問題に対して, これまで以上に
責任を担う必要があるとの大きなプレッシャーになっている」と記されて
いる。そして, こうした新たな状況を受けて, 欧州諸国による協調の必要
性を訴えると共に, フランスが積極的な役割を担う決意が示されている。
これらフランスおよび欧州の自立を意識した対外姿勢からは, ドゴール以
来の外交安全保障政策における継続的側面を認めることができる。
3 アフリカにおける軍事協力
本章では, アフリカにおける米仏の軍事協力について検討する。2013
年以降, マリおよび中央アフリカで両国の協力は実施された。
2013年 1 月11日, フランスは, 国連安保理決議に基づきマリに軍事介
入した。前年の反政府活動以降, マリ北部を実効支配していたイスラム過
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(14) 『エコノミスト』誌は, フランス政府高官による, 米国の中東地域に
対する関与の低下を懸念しているといった発言を紹介している。The
Economist, May 4,2013.（2014年 5月20日アクセス）
(15) 2009年, フランスは, アラブ首長国連邦（UAE）に湾岸地域におけ
る初の常設基地を開設している。
激派勢力による首都バマコ（Bamako）への進攻が現実味を帯びたことで,
フランス軍が緊急展開したのである。
(16)
その後, 武装勢力の多数が山岳地帯
や周辺諸国に退散したことで, フランス軍は大きな抵抗を受けることなく,
北部主要都市の奪還に成功する。
米国は, フランスの介入を受けて, まず衛星や無人偵察機を通じた情報
分野での支援を実施した。その後, C－17輸送機をマリに派遣すると共に,
フランス政府の強い要望に基づきラファール（Rafale), およびミラージュ
（Mirage）仏戦闘機に給油支援を開始する。さらに 2 月に入ると, イス
ラム過激派勢力の動向を監視する目的で, マリの隣国ニジェールのニアメー
（Niamey）に無人機基地を設置した。
フランス軍の戦略輸送および給油能力は, 長期にわたって軍事作戦を遂
行する上で十分なものではなく, 2011年のリビア介入の際にも, 米国に
よる同様の支援は極めて重要な貢献となっていた。以上のように, 米国は
マリにおけるフランスの軍事作戦に対して, 様々な支援を実施した。
次に, 中央アフリカを巡る米仏の動きについて概観する。中央アフリカ
では, 2013年 3 月の軍事クーデターにより, イスラム教徒を中心とする
反政府勢力セレカの指導者ミシェル・ジョトディア（Michel Djotodia）が
大統領に就任した。ジョトディア大統領は, 同年 9 月にセレカの解散を
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(16) マリ軍事介入については, Isaline Bergamaschi, “French Military
Intervention in Mali : Inevitable, Consensual yet Insufficient,” Stability :
International Journal of Security and Development, Vol. 2, No. 2, 2013 ; Roland
Marchal, “Military (Mis) Adventures in Mali,” African Affairs, Vol. 112, 2013 ;
	Heisbourg, “A Surprising Little War : First Lessons of Mali,”
Survival, Vol. 55, No. 2, 2013 ; 拙稿「フランスのマリ軍事介入―オランド
政権におけるテロとの戦い―」『法と政治』第64巻第 2 号, 2013年；拙稿
「アフリカにおけるフランスの軍事介入―リビアからマリ, 連鎖する戦争
とテロ―」『法と政治』第64巻第 3号, 2013年。
決定したものの, 元セレカ要員によるキリスト教徒に対する略奪や暴力行
為が頻発した。多数派のキリスト教徒が民兵組織「アンチ・バラカ」を組
織し, これに対抗したことで, イスラム教徒との間で武力を伴う宗派対立
がエスカレートしていった。
2013年12月 5 日, 首都バンギ（Bangui）で大規模な武力衝突が勃発し,
多くの死傷者が生じる事態となった。同日, 国連安全保障理事会は,「必
要なあらゆる措置」を講じる権限を付与した決議2127を全会一致で採択
する。
(17)
安保理決議の採択を受けて演説したオランド大統領は,「全土に及
ぶ混乱を前にして, 国連安全保障理事会は人々の安全と中央アフリカの秩
序の回復のために, アフリカ諸国部隊に対して権限を付与することを全会
一致で採択した。フランスはこの軍事作戦を支援する。これは我が国の義
務である」と述べて,「サンガリ（Sangaris)」と称する軍事作戦を開始し
た。
(18)
フランス軍は, 既に首都の空港を拠点として650人の兵員を中央アフリ
カに配備しており, 安保理決議を受けて1600人まで兵力を増員した。フ
ランス政府の要請に基づき, 米軍は, 中央アフリカに展開するフランスや
アフリカ諸国部隊に対して輸送支援, および情報分野の協力を実施した。
米国は, 旧フランス植民地においては, フランスがより大きな利害関係が
あるとの認識から, マリと同様に後方支援を中心とする協力を行っている。
さて, こうしてアフリカでの連携を深めている米仏両国の国防相会談が,
2014年 1 月24日, ワシントンで行われた。
(19)
共同会見でチャック・ヘーゲ
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(17) 同決議は, フランスの提案によるもので, 既に活動していた中部アフ
リカ諸国経済共同体多国籍軍（MICOPAX）が, 中央アフリカ国際支援ミッ
ション（MISCA）に移行することも決定された。
(18) 	Hollande (Discours, 5 
2013), http://www.elysee.fr/
declarations/article/declaration-a-l-issue-du-conseil-restreint-de-defense-sur-
la-situation-en-republique-centrafricaine/ (2014年 3 月 4 日アクセス）
ル（Chuck Hagel）米国防長官は,「我々は, 米仏両国の密接かつ永続的
な安全保障関係を強化した。(中略）フランスは米国の最も古い同盟国で
ある。我々の防衛協力は欧州および世界にとって重要である」と述べると
共に, アフリカにおけるフランスのリーダーシップを称賛した。これに対
してジャン・イヴ・ルドリアン（Jean-Yves Le Drian）仏国防大臣は,「マ
リや中央アフリカで活動するフランスや国連, アフリカ諸国部隊に対する
米国の支援は必要不可欠である」と感謝の意を表明した。
さらにルドリアンは,「フランスはサヘル（Sahel）という広大な地域に
おいて, テロの脅威に即時かつ専門的に対応するため, アフリカに駐留す
るフランス部隊を再編成する方針をヘーゲル長官に伝えた。サヘル地域の
脅威は, アフリカ諸国だけではなく, 我々に対する脅威でもある」と述べ,
同地域における米国との連携をさらに強化する意向を示した。
ルドリアンが掲げた構想は, サヘル地域で活発化するイスラム過激派を
抑え込むことを目的として, セネガルからチャドに跨る広範なエリアに対
応する3000人規模の常設部隊を創設するというものであった。
(20)
仏国防大
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(19) Jean-Yves Le Drian et Chuck Hagel (Press Conjoint, 24 janvier 2013),
http://www.defense.gouv.fr/ministre/prises-de-parole-du-ministre/prises-de-
parole-de-m.-jean-yves-le-drian/propos-liminaire-de-jean-yves-le-drian-a-l-
occasion-de-la-conference-de-presse-conjointe-avec-chuck-hagel-secretaire-a-
la-defense-des-etats-unis-d-amerique-24-janvier-2014/(language)/fre-FR
(2014年 2 月24日アクセス）
(20) この常設部隊は, マリの「セルヴァル（Serval)｣, チャドの「エペル
ヴィエ（Epervier)｣, ブルキナファソの「サーブル（Sabre)」といった軍
事作戦に従事していた部隊を統合する形で創設された｡「バルカン
(Barkhane)」と名づけられた新たな軍事作戦は, モーリタニア, マリ,
ブルキナファソ, ニジェール, チャドといった国々と緊密な連携を取るこ
とになる｡ 作戦司令部は, チャドの首都ンジャメナ (N’Djamena) に設置さ
れた。サヘル地域の司令部を一本化することによって, 迅速かつ効果的に
過激派組織に対応することを目的としている｡ Direct Matin, 19 juillet 2014.
臣の発言に見られるように, 同地域が過激派組織にコントロールされた場
合, アフリカのみならず, 国際社会の安全を脅かす恐れがあった。そうし
た問題認識から, フランス政府は新たな軍事作戦で, 米国による後方支援
や訓練業務の実施を要請した。
(21)
さて, フランスによるアフリカ介入の背景を整理すると,「保護する責
任」といった人道的観点や旧植民地国との歴史的関係, 在留フランス人の
安全確保, 戦略的資源の保護, 同地域がテロの温床となることに対する安
全保障上の問題などが, 介入の理由として挙げられる。また, 伝統的にフ
ランスの勢力圏と認められるアフリカへのプレゼンスは, フランスの国際
政治における影響力と関係していること, アフリカ各国の部隊が極めて脆
弱であることも同じく介入の要因となっている。
他方, 米国にとっても, イスラム過激派による組織的な暴力の広がりは
無視できるものではなく, フランスと同様に, アフリカが混乱状態に陥る
ことで, 周辺諸国や欧米諸国の安全を脅かす可能性を深刻に受け止めてい
た。ただ, 米国の軍事関与は, フランスやアフリカ諸国に直接的な戦闘を
任せる一方で, 後方支援や特殊部隊および無人機を展開するといった限定
的なものであった。これは多くの場合, 同地域に米国の「死活的な国益」
が絡んでいないとの認識に基づいていた。以上のような米仏両国の認識や
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(2014年 7 月29日アクセス）
(21) Center for Strategic and International Studies, February 4, 2014. (2014年
8 月 7 日アクセス)。同地域に関しては, 後述する米仏首脳による共同寄
稿（2014年 2 月10日）の中で,「サヘル全域において, 我々はアルカイダ
が新たな拠点を構築することを防ぐために周辺諸国と協力している」と記
されている。また,「我々の協力関係は, アフリカで最も鮮明に示されて
いる」として, 同地域での米仏協力を高く評価している。The Washington
Post, February 10,2014 ; Le Monde,10 2014. (2014年 2 月13日アクセ
ス）
目的により, アフリカの旧フランス植民地を巡る軍事協力は, フランスが
主導し, 米国はそれを後方から支援するといった, 一定の役割分担がなさ
れていることが理解できる。
4 中東における両国の対応
本章では, 中東を巡る米仏両国の動きについて, シリア, およびイラク
情勢に焦点を当てて検討する。
2013年 8 月21日, シリアのダマスカス（Damascus）近郊で化学兵器が
使用され, 女性や子供を含む多くの市民が死亡した。米国政府は, バシャー
ル・アル・アサド（Bashar al-Assad）政権側が化学兵器を使用したと断定
し, 限定的な軍事介入を実施する姿勢を示した。シリア情勢が混迷化した
2011年春以来, オバマ大統領は軍事介入に消極的であったが, 化学兵器
の使用を自ら「レッド・ライン」と設定していたこともあり, 明確な対応
を迫られたのである。ただ, 軍事介入を実行するにしても, 常任理事国で
あるロシアや中国がシリア介入に反対していたため, 国連安全保障理事会
において武力行使容認決議が採択される見込みはなかった。
大規模な化学兵器の使用を受けて, オバマは, フランスのオランド大統
領や英国のデービット・キャメロン（David Cameron）首相と電話会談を
行い, 同盟国としての連携を確認した。
(22)
化学兵器の使用を巡っては, フラ
ンスの強硬な姿勢が注目された。2013年 8 月27日, パリの大使会議で演
説したオランド大統領は, アサド政権側による「反政府勢力が化学兵器を
使用した」との主張を退けて,「シリア政府側が使用した証拠を掴んでい
る」と断言した。そして,「ダマスカスでの化学兵器による虐殺を見過ご
すことはできない。フランスは無実の人々に対して恐ろしい兵器の使用を
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(22) 『産経新聞』2013年 8 月26日。(2014年 4 月26日アクセス）
決定した者を罰する用意ができている」と述べて, 米国との協力の下に,
軍事介入する意向を示した。
(23)
こうしたフランスの姿勢は, キャメロン政権が要請した武力行使承認動
議が, 英国議会下院により否決されて, 英国の参戦可能性がなくなった後
も変化することはなかった。
(24)
英国と同様に, フランス国内世論も軍事行動
に対する反対意見が多数を占めていたが, オランドは, 安保理決議が得ら
れなくても介入する姿勢を一貫して崩さなかった。米国のジョン・ケリー
（John Kerry）国務長官は, 米国の方針に同調するフランスを「最も古い
同盟国」との言葉を使って賞賛した。
(25)
オランドのフランスが介入に積極的であった理由としては, 化学兵器の
使用という人道上の問題に対する常任理事国としての責務, シリアがかつ
てフランスの委任統治下にあったという歴史的関係, さらには支持率が低
迷している中, 安全保障問題で自らを「強い大統領」としてアピールした
いといった思惑などが挙げられた。シリア内戦を巡っては, フランスはす
でに, 2012年11月に反体制派の統一組織「シリア国民連合」を, 同国の
正統な代表として認めて様々な支援を実施していた。ただ, フランスはあ
くまで米国と協調する形での介入を想定しており, 単独介入の可能性につ
いては否定した。
(26)
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(23) Le Figaro, 27 2013. (2014年 4 月26日アクセス）
(24) 2013年 8 月29日, オランド大統領は『ルモンド』紙のインタビューで,
「ダマスカスでの化学兵器による虐殺に対して, 罰を与えずに留まってい
ることはできない。(中略）適切な手段によって罰を与える能力を持つ国
は少ないが, フランスはそうした国である。フランスは準備ができている」
と語った。英国については,「全ての国が軍事介入への参加について, 自
ら判断する権限を持っている。(中略）今日もオバマ大統領と緊密に意見
交換した」と述べ, 英国抜きでも米国と共に介入する意向を示した。Le
Monde, 30 2013. (2014年 3 月11日アクセス）
(25) France24, 31 2013. (2014年 3 月11日アクセス）
2013年 8 月31日, ホワイトハウスで声明を発表したオバマ大統領は,
「慎重な考慮の結果, 私はシリア政府の標的に対して軍事行動を行う決断
をした」と述べ, 限定的な軍事介入を実施することを表明した。ただ, そ
れと同時に, 新たに武力行使の承認を米国議会に諮る考えを示す。
(27)
ここに,
最終段階にあると見られた軍事攻撃が先送りされることになった。また,
オバマは声明の中で, 米国が地上部隊を派遣することはなく, あくまで限
定的な軍事介入となることを強調した。
軍事介入の意向を示しながら, その判断を巡る責任の一端を議会に委ね
るこれらの動きからは, オバマの「迷い」が認められた。米国の世論は厭
戦気分が強く, 議会の承認が得られる見通しは立たなかった。情勢は膠着
化したものの, その後シリアが保有する化学兵器を廃棄することで米ロが
合意し, それを義務づける国連安保理決議が採択されたことを受けて, 米
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(26) フランスの強硬な姿勢について, 米欧安全保障問題の専門家ロバート・
クロン（Robert Kron）は,「オランド政権は, 米国以上にアサド政権に対
する軍事攻撃に積極的であった」と分析している。The Washington Times,
February 11, 2014. (2014年 2 月22日アクセス)。また, フランス国際関係
研究所のフィリップ・モロ・デファルジュ（Philippe Moreau Defarges）
は,「オランドは, フランス単独では実行不可能な介入を望んでいる」と
して, こうした姿勢は,「フランスの強さではなく, 弱さを示すものであ
る」と論じている。The Washington Post, September 6, 2013. (2014年 3 月11
日アクセス）
(27) Barack Obama (Statement by the President on Syria, August 31, 2009),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/08/31/statement-president-
syria (2014年 9月 9日アクセス)。この段階でオランドは, すでにラファー
ル戦闘機によるダマスカスを含むシリア西部に対する攻撃態勢を整えてお
り, オバマ大統領の決断を待っていた。だが, 同日オバマから電話を受け
て議会に諮る意向を告げられる。当時, 米欧間の懸案となっていた米国家
安全保障局による盗聴問題と, シリアを巡るオバマ政権の対応は, 米仏関
係に負の影響を与えた。
国が主導する軍事介入は回避されることになった。
(28)
さて, 化学兵器の使用を巡る動きで注目されたのが, オバマの「レッド・
ライン」という発言とその後の対応であった。ロシアの提案により, 化学
兵器の廃棄という一定の成果を得たものの, オバマ政権の対応は国際社会
のリーダーとしての米国の信頼性を著しく損ねた。さらに, シリア介入を
巡ってオバマは「米国は世界の警察官ではない」と述べたが, これは圧倒
的な軍事力によって, 国際秩序の維持に貢献してきた米国の対外政策が転
換期にあることをシンボリックに映し出していた。
また, 顕著であったのが, 限定的な空爆であるにも関わらず米国と共に
軍事行動をする意向を示した国がほとんどなかったことである。
(29)
常に米国
の軍事行動に協力してきた英国の脱落も大きなインパクトを与えた。それ
故に, 同盟国フランスの介入主義的な姿勢は, 米国にとって政治的な意義
があったと言えるだろう。
(30)
こうして, 沈静化したかに見えたシリア介入という問題は, その後, イ
ラクの混乱と連動する形で再びクローズ・アップされることになる。次に,
イスラム国を巡る米仏両国の動きについて検討する。
2007年の米軍増派以降, イラクの秩序は徐々に安定化に向かっていた。
だが, 2011年末に米軍が完全撤退した後, ヌーリ・マリキ（Nuri al-
Maliki) 首相が自らの宗派であるシーア派を優遇する政権運営をしたこと
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(28) 米仏両国は, シリアのアサド政権に対する軍事的な圧力が, 化学兵器
の廃棄という動きに繋がったとの認識を示した。
(29) The Telegraph, September 5, 2013. (2014年 3 月10日アクセス）
(30) 外交問題を専門とするナイル・ガーディナー（Nile Gardiner）は,
「フランスが米国と共に空爆作戦に参加したとしても, その役割は戦闘機
が数基展開するといった極めて象徴的なものであり, 単にプレゼンスと発
言権を得るためのものである」と論じている。The Telegraph, September 5,
2013.（2014年 3 月10日アクセス）
で, スンニ派などの不満が強まっていく。2013年以降, シーア派とスン
ニ派間の宗派対立が激化し, イラク国内情勢が混乱したその間隙をついて,
イスラム教スンニ派過激派組織「イラク・シリア・イスラム国（ISIS)」
が台頭した。
2014年 6 月10日, ISISは, イラク第二の都市モスル（Mosul）を制圧し,
首都バクダット（Bagdad）に迫るなど, 急激に勢力範囲を拡大する。29
日には, ISISの指導者アブ・バグル・バグダディ (Abu Bakr al-Baghdadi)
がイスラム国家の樹立を宣言し, 組織の名称を「イスラム国」に変更した。
2014年 8 月 8 日, 国際社会の懸念が強まる中, 米国はイスラム国に対
する空爆を開始した。空爆の目的は, クルド人自治区の中心都市アルビル
（Arbil）の米国民, 米企業および米領事館の保護, クルド人少数派アジ
ディ教徒に対する虐殺の阻止, イラク最大のダム「モスルダム」の奪還と
された。その後も, 米軍は戦闘機や爆撃機, 無人機による空爆エリアを拡
大していく。
アフリカで米国と緊密に連携しているフランスは当初, 空爆には参加せ
ず, アジディ教徒への支援物資の投下と共に, クルド人民兵組織「ペシュ
メルガ」に対する武器供与を実施した。
(31)
それと並行して, オランド大統領
は, イスラム国を巡る問題を討議する国際会議の開催を提唱するなど, 外
交面でも積極的に動いた｡『ルモンド』紙のインタビューの中でオランド
は,「 2 年前に, シリアで政権移行が実現できていれば, イスラム国は存
在しなかった。 1 年前, 化学兵器が使用された際に大国が策を講じてい
れば, 独裁者とテロ組織のどちらかを選択するというおぞましい事態には
陥らなかった」として, これまでのシリアを巡る国際社会の対応に問題が
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(31) 『フォックス・ニュース』によると, フランスは欧州諸国の中で, 最
初にクルド人民兵組織に武器供与を行った国となった。Fox News,
September 12, 2014. (2014年 9 月15日アクセス）
あったとの認識を示した。
(32)
オランドが述べたように, イスラム国の台頭とシリア情勢は密接に関連
していた。イラクで活動していた「イラク・イスラム国（ISI)」がシリア
に入り, ISISと名称を変更して, アサド政権や敵対する反政府勢力との
戦闘過程で勢力を拡大させた。その後, 再びイラクにおける動きを活発化
させて, イスラム国となった経緯があった。このように, イスラム国の勢
力範囲はシリアとイラクに跨っており, その戦闘員は国境を自由に往来し
ているため, 両国を合わせて対処しない限り, 同組織を弱体化させること
は困難であった。
2014年 9 月10日, ホワイトハウスで演説したオバマ大統領は, イスラ
ム国に対する包括的な戦略を発表した。オバマは,「我々の目的は明確で
ある。包括的かつ継続的な対テロ戦略によって, イスラム国を壊滅させる
ことである。どこにいても, 我々の国を脅かすテロリストは追い詰める。
つまり, イラクだけではなくシリアでも, イスラム国に対する行動を躊躇
することはない」と述べて, シリアに対象エリアを拡大する方針を示し
た。
(33)
また, イスラム国の脅威については,「仮にこのまま対応しないと, テ
ロリストの脅威は中東地域を越えて米国に達する。欧米を含む多くの外国
人戦闘員がシリアやイラクでイスラム国に加わっており, 帰国後にテロを
実行する恐れがある」と語った。そして,「イスラム国のような癌を根絶
させるには時間を要する」と述べて, 長期的な軍事作戦になるとの考えを
示した。こうした脅威認識は, フランスなどと共通するものであった。
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(32) Le Monde, 20 2014. (2014年 8 月26日アクセス）
(33) Barack Obama (Speech, September 10, 2009), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/10/remarks-president-barack-obama-address-
nation (2014年 9 月15日アクセス）
さらに, 今後の対応として, すでにイラクに駐留している米兵に加えて,
新たに475人の兵員の派遣を表明すると共に, 幅広い有志連合を形成する
ために同盟国や地域の友好国と緊密に連携する意向を示した。ただ, 地上
部隊の派遣については,「米兵が戦闘任務に就くことはない」と述べて,
その可能性を強く否定した。ここにオバマ大統領は軍事作戦の目的を, ク
ルド人少数派や米国民の保護という人道的なものから, イスラム国の「壊
滅」へと再設定する。
(34)
他方, オランド大統領は, 9 月12日にイラクを訪問し, フアド・マスー
ム（Fuad Masoum）大統領やハイダル・アバディ（Haidar al-Abadi）新首
相と会談した。会談の中でオランドは, 軍事支援を約束する。
(35)
15日には,
オランドの提唱による, イスラム国への対応を協議する国際会議がパリで
開催された。
(36)
国際会議で採択された共同声明では,「イスラム国は, イラ
クの脅威だけではなく, 国際社会全体の脅威である」と位置づけると共に,
「適切な軍事協力を含めた必要なあらゆる手段」によって, イラクを支援
することが表明された。
2014年 9 月18日, オランドは記者会見で,「世界はテロリズムに脅かさ
れている」と述べ, イスラム国の脅威に国際社会が一致して対応する必要
性を強調した。そして, そうした脅威認識に基づき, オランドはイラク政
府の要請に応じる形で, 米国主導の有志連合による空爆作戦への参加を表
明する。ただ, 同時に「地上部隊を展開することはなく, イラクのみに介
入する」と述べるなど, シリア領内には介入しないことを明言した。
(37)
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(34) こうしたオバマ政権の動きには, 2014年 8 月以降, イスラム国に捉え
られていた米国人ジャーナリスト 2人が相次いで殺害されたことを受けて,
米国内世論が空爆支持に傾いたことも影響したと考えられる。
(35) Euronews, September 12, 2014. (2014年 9 月15日アクセス）
(36) 国際会議開催の直前, イラクでフランス軍による偵察飛行が開始され
た。Rfi, September 15, 2014. (2014年 9 月16日アクセス）
同日, オバマは, ホワイトハウスで声明を発表し,「フランスがイラク
領内のイスラム国に対する空爆作戦に参加することを表明した。フランス
は我々の最も古く, 緊密な同盟国の一つであり, 我々のテロとの戦いにお
ける最も強力なパートナーである。我々は, 安全保障と価値観を共有する
フランスと米国の部隊が再び共に行動できることを喜んでいる」と歓迎の
意を表明した。
(38)
オランドによる会見の翌日（19日), フランスはイラク領内のイスラム
国に対する空爆を開始した。この空爆は, 米軍およびイラク政府軍との連
携の下に実施された。米国以外では, 最初の空爆実施国となった。2003
年のイラク戦争を巡る米仏対立からおよそ10年, 米仏関係の緊密化を象
徴する動きがイラクでなされたのである。フランス軍は, 中東の拠点であ
るアラブ首長国連邦のアルダフラ（al-Dhafra）仏空軍基地から展開した。
中東におけるフランスの軍事的プレゼンスは大きなものではなく, その貢
献は限られたものであった。だが, 米国にとって, かつてイラク戦争に反
対したフランスの空爆参加は国際協調の観点から見て, 政治的に大きなも
のであったと言えるだろう。
2014年 9 月22日, 米国はシリア領内におけるイスラム国への空爆を開
始した。ここに戦域は拡大し, イスラム国との戦いは新たな段階に入った。
24日, 国連総会で演説したオバマ大統領は,「米国は幅広い有志連合を形
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(37) 	Hollande (
de presse, 18 septembre 2013), http://
www.elysee.fr/chronologie/ (2014年 9 月19日アクセス)。フランス政府は,
現地政府からの要請があったイラクのケースとは異なり, シリア領内の介
入に対する国際法の根拠が不明確であることと, シリアでのイスラム国へ
の空爆によって, アサド政権が利益を得ることを懸念していた。
(38) Barack Obama (Statement, September 18, 2014), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/18/statement-president-congressional-
authorization-train-syrian-opposition (2014年 9 月19日アクセス）
成し, この死のネットワークを壊滅させる」と述べ, 国際協調の枠組みの
下にイスラム国を打倒することを宣言した。
(39)
シリアにおける空爆では, ヨルダン, バーレーン, サウジアラビア, カ
タール, アラブ首長国連邦といった中東諸国も参加した。イラクでも, フ
ランスに続いて, オランダ, オーストラリア, 英国, ベルギー, デンマー
クが参加を表明し, 米国が目指す幅広い有志連合が徐々に形成されていっ
た。長期的かつ困難な戦いが予想される中,「国際社会対イスラム国」と
いう構図をいかに形成し, 維持するかという点に, オバマが掲げる「イス
ラム国壊滅」の成否はかかっていると言えよう。
5 緊密化する米仏同盟
米仏両国首脳は,「はじめに」でも述べたオランド大統領の訪米に合わ
せて,『ワシントン・ポスト』紙と『ルモンド』紙に共同で寄稿した｡
(40)
『米
仏の新たな同盟関係』というタイトルの寄稿文の中で, 両首脳はマリや中
央アフリカにおける軍事協力を自賛しつつ,「10年前, 我々がこのように
緊密に連携すると想像したものはほとんどいなかった。だが, この数年来,
我々の同盟関係は変化している。フランスの NATO統合軍事機構復帰以
降, 我々の協力関係は全面的に拡大している」と現状を評価した。また,
「我々は主権を持つ独立した国家であり, 相互の国益に基づき決定は下さ
れる」として, 緊密化する関係がそれぞれの独自の判断に拠ることを確認
した。今後も, 米仏両国は相互の国益を尊重しつつ, 連携を深めていくこ
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(39) Barack Obama (Speech, September 24, 2014), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/24/remarks-president-obama-address-united-
nations-general-assembly (2014年10月 1 日アクセス）
(40) The Washington Post, February 10, 2014 ; Le Monde, 10 2014.
(2014年 2 月13日アクセス）
とが予想される。
さて, 本章までの考察を踏まえて, 米仏関係が緊密化している背景につ
いて, ここで包括的に分析したい。まず, 国際政治構造レベルから, 冷戦
体制の崩壊が米仏関係に与えた影響について検討する。
第 1 章で述べたように, 2009年 4 月, フランスは NATOの統合軍事機
構に復帰した。筆者は別稿で, 統合軍事機構復帰について, 国家の自立性
を重視するドゴールの「遺産」としてのフランス外交の転換ではなく, 継
続性に焦点を当てて考察した。
(41)
その際に注目したのが, 国際政治構造の変
容である。40年以上続いた冷戦体制の崩壊は, 米ソ関係だけではなく,
同盟関係にも大きな影響を与えた。
ドゴール政権時代, 米国のケネディ政権は「大西洋共同体」という方針
を掲げて, 同盟内における主導的な地位を強化する動きを推進した。ドゴー
ルはこうした米国主導の同盟体制を通じて, 軍事的には, フランスの「独
自の判断」に拠ることなく, 自動的に軍事紛争へ「巻き込まれる」こと,
政治的には, 大西洋地域における米国の支配的地位が強まることを懸念し
た。その結果, ドゴールのフランスは統合軍事機構を離脱するなど,
NATOから一定の距離を採る政策を展開した。
しかし, 冷戦後, 自動的な「巻き込まれ」の可能性は, ソ連の崩壊に伴
う脅威の性質の変化によって想定しづらいものとなった。政治的な側面に
ついても, 多極的な傾向が強まる世界で, 米国の国際政治における地位や
影響力が相対的に低下していくことは避けられないようにも思われる。こ
うした変化によって, 米国の意向が強く反映されていた同盟体制の「縛り」
が緩和されたことは, 独自の判断の維持や国家の自立性を重視するフラン
スの NATOへの接近, 延いては米国との関係強化に対する「敷居」を低
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(41) 拙稿「フランスの NATO統合軍事機構復帰を巡る一考察」
めたと理解することができる。
同じく, 冷戦期, 米仏両国は柔軟反応戦略や多角的核戦力（MLF）な
ど, 同盟の核政策を巡って激しい対立を繰り広げる一方で, フランスは独
自核開発を推進し, その延長において統合軍事機構を離脱した。核時代が
到来した冷戦期において,「いつ, どこで, 誰が」核使用の決定を下すの
かという争点は, 国家にとって死活的な問題であった。だが, ソ連の崩壊
によって, 全面的な核戦争の可能性は著しく低下する。戦略環境の変化に
伴い, 国家安全保障に占める核兵器の意義が相対的に低下したことは,
「同盟と核」を巡る米仏対立を緩和させると共に, 両国が協調し得る領域
を増やしたと考えることができる。
次に, 米国の外交政策が二国間関係に与えた影響について検討する。周
知の通り, 9・11同時多発テロ後の「テロとの戦い」による国防費の支出
や, リーマン・ショックなど金融危機に伴う財政の悪化は, 米国の外交政
策に大きな影響を与えた。オバマ政権は, ブッシュ前政権が開始したイラ
クやアフガニスタン戦争の終結を主要な外交課題として設定し, 政権一期
目の2011年末にイラクからの撤退を実現させた。アフガニスタンについ
ても政権二期目が終了する2016年末までに完全撤退する方針を示してい
る。さらに,「テロとの戦い」に伴い増加していた国防費の削減にも着手
した。
以上のような要因から, 米国が「世界の警察官」として, これまでのよ
うに各地の紛争に関わることは困難になっている。だが, テロの拡散など
国際的な安全保障環境は悪化しており, オバマ政権下では大規模な地上部
隊の派遣ではなく, 特殊部隊や無人機の展開によりそうした脅威に対応し
ている。また, 同盟国に対する責任分担の要請を強めているが, 多くの欧
州諸国も米国と同様に財政問題を抱えているため, 国防費の増加や対外的
な軍事関与については消極的である。こうした情勢下において, 例外的に
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介入主義的な姿勢を見せるフランスの存在は, 米国にとってその重要性が
増していた。
米国のベン・ローズ（Ben Rhodes）大統領副補佐官（国家安全保障問
題担当）は,「10年前と比べて米仏同盟の協力関係は劇的に拡大した。オ
バマ政権の安全保障政策において, フランスは理想的なパートナーである」
と評価している。
(42)
ローズの「理想的なパートナー」という言葉が意味する
ところは, 米国の対外的な関与が抑制的になる中, フランスの介入主義的
な姿勢が自らの国益に適っているということであり, こうしたある種の
「責任分担」の実践は, ワシントンの対仏姿勢に肯定的な影響を与えてい
ると言えよう。
また, 仏国際関係戦略研究所のパスカル・ボニファス (Pascal Boniface)
は, 米国との連携を深めるオランド外交について,「ドゴール＝ミッテラ
ン主義」からの転換ではないと分析している。
(43)
その理由として,「自立性
の堅持, 新興国や発展途上国との協調, 多国間主義および多極的秩序の尊
重」といったフランスの外交方針が維持されている点を挙げた上で,「オ
バマ政権はかつての米国のように, 欧州を支配し, コントロールしようと
考えていないことから, フランスも米国との違いを強調する必要がなくなっ
た」として, 緊密化する両国関係について, 米国外交の変化に焦点を当て
た考察をしている。
オバマ政権では, 台頭する中国を念頭におき, アジア太平洋地域を重視
するリバランス政策を外交戦略に据えている。これは, 米国の対外政策に
おいて欧州の占める割合が相対的に低下したことを示しており, そのこと
は, 冷戦期のような欧州に対する「支配的な志向」が軽減していくことと
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(42) Politico, February 9, 2014.（2014年 4 月28日アクセス）
(43) Le Figaro, 17 2014.（2014年 3 月13日アクセス）
密接に関連していた。こうしたワシントンの対外姿勢の変化は, 米仏同盟
の緊密化に少なからず影響を与えたと考えられる。
最後に, アフリカ, および中東地域における米仏両国の対外政策との関
係について検討する。第 3 章で考察したように, フランスはアフリカに
強い関心をもっており,「テロとの戦い」という目的を掲げてマリに介入
すると共に, 宗派抗争が続く中央アフリカにも介入するなど, 地域の安定
化に対して重要な役割を担っている。ただ, フランスの財政状況は厳しく,
単独で介入を続けることが困難であるため, 米国やアフリカ諸国, EU加
盟国, 国連との協力が不可欠になっている。
他方,「テロとの戦い」を重視する米国にとっても, アフリカ地域で増
加するテロや武器の拡散は憂慮すべき問題となっていた。アフリカの混乱
は, 隣接する中東の動乱と連動しており, 同地域にテロの拠点が構築され
ることは, 周辺諸国だけではなく, 世界の平和と安全を脅かす恐れがあっ
た。そうした認識が, フランスの軍事作戦に対する後方支援に繋がったと
言える。
また, アフリカは, 特に米仏の思惑が優れて一致する地域であった。フ
ランスにとって, 旧植民地諸国との密接な関係から, 例え同盟国であって
も, 米国の影響力が同地域で過剰に高まることについては警戒感があった。
だが, オバマ政権は,「死活的な国益」が関わらない場合, 仮に軍事関与
するにしても, あくまで限定的なものに留めるとの方針を採っている。加
えて, 同地域においては, 米国の国益よりもフランスの国益が深く関わっ
ているとの認識から, 大規模な部隊の展開は想定していない。そのため,
フランスにとって自らの地位を脅かされる恐れを強く抱くことなく, 米軍
の協力を受け入れることができたのである。
中東については, 石油を巡る問題やイスラエルとの関係に見られるよう
に, 米国の絶大な影響が及んでおり, その対外的関心の強い地域である。
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そのため, 同地域における軍事介入は, 湾岸戦争やイラク戦争のように,
米国が主導する傾向が如実に現れている。そうした特徴は, シリアで米国
が軍事介入の方針を転換した際, 強硬な姿勢を見せていたフランスも, 同
じく介入を取り止めたことからも理解できる。
ただ, アフガニスタンやイラク戦争以降, 米国の軍事政策に対する批判
が強まっており, 単独ではなく, 国際協調の枠組みを構築することは, 介
入の正当性を確保する上で極めて重要であった。特に, イラク戦争に反対
したフランスの参加は, 軍事介入に対する中東諸国の見方を緩和させるな
ど, 政治的な効果が期待できた。フランスにとっても, 国防白書で記され
ているように, 中東は戦略的に重要な地域であり, その不安定化は自らの
国益に関わる問題であった。さらに, 米国や地域諸国と共に問題に対処し,
混乱の深まる同地域にプレゼンスを示すことは, 国連安保理常任理事国の
責務を果たすフランスの存在感を国際社会にアピールすることに繋がった。
以上のような, 両国に共通する目的や利益が, 米仏関係の緊密化を演出し
ていると言える。
お わ り に
本稿では, 米仏同盟の緊密化を巡る動きについて検討した。考察の結果,
国際政治構造の変容やオバマ政権下の抑制的な外交政策, さらにはアフリ
カおよび中東に対する相互の関心が大きな影響を与えていることが理解で
きた。
アフリカにおいてフランスは複数の地域に介入すると共に, 中東でもシ
リアやイラク問題に対して積極的に対応している。イラクにおける空爆は,
オランド政権にとって, マリ, 中央アフリカに続く三回目の軍事介入となっ
た。サルコジ前政権でも, フランスはアフガニスタンへの関与を続けつつ,
リビアやコートジボワールに介入している。こうしたフランスの積極的な
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外交姿勢には, これまでのように欧州が米国に依存できないという危機感
や多極化時代の到来に備えて, 国際政治における影響力を確保しておきた
いという思惑があると考えられる。
現下の国際情勢では, 本稿で論じたアフリカ, 中東だけではなく, 他の
地域でも緊張が高まっている。クリミア併合やマレーシア機撃墜事件など,
ウクライナを巡る米欧とロシアの対立は「冷戦の再来」とも称された。ア
ジア太平洋地域でも, 中国の海洋進出は, 日本やベトナム, フィリピンだ
けではなく, アジア重視のリバランス政策を掲げる米国の強い懸念材料と
なっている。不確実性の強まる国際環境においては, 脅威認識や価値観を
共有する国々の協力が不可欠になる。それゆえに米欧間の協力, その中核
を担う米仏同盟の重要性は今後も強まっていくことが予想される。
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Strengthening of a U.S.-French alliance :
Analysis of Africa and the Middle East area
Kentaro YAMAMOTO
Introduction
1 History of cooperation and confrontation
2 The military policy of the U.S. and France
3 Military cooperation in Africa
4 Cooperation in the Middle East
5 Strengthening of a U.S.-French alliance
Conclusion
In this paper, I consider the U.S.-French relationship, which has been
enhanced. On of the analysis of the bilateral relations during the Cold War
and post-Cold War, and analyzed for the nature of the United States and
France alliance of current. As examples, consider military cooperation in
Central Africa and Mali in the Africa, for response to Iraq and Syria in the
Middle East. By focusing on the background of the intervention and the
purpose of the United States and France over the case of these, to verify the
actual situation of the alliance that closer.
